
  

 

 

若松ふ頭旅客ターミナル整備事業費 392,000  
クルーズ船の乗船客の利便性向上を図るため，旅客ターミナルを整備 

2019：用地購入，基本設計ほか 2020～2022：建設工事ほか  

2022：供用開始        総事業費：約 13.5億円 

新たな住宅セーフティネット制度 

 

ＳＮＳ教育相談事業費 400 
いじめを含む様々な悩みの相談窓口の選択肢を拡げるため，試行的に

ＬＩＮＥ相談窓口を開設  

対象者：市立中学校生徒  試行期間：8月 19日（月）～30日（金）   

相談員：函館市教育委員会指導主事 

児童 1人あたり軽減額月額 2,000円（年額 24,000円） 

→月額 3,000円（年額 36,000円） 

施設職員処遇改善分（加算額の引き上げ）  

1クラスあたり年額 762,000円→年額 1,033,000円 

学童保育料の軽減拡充分 28,200 

①低額所得者 ②被災者 
③高齢者   ④障がい者 
⑤子育て世帯 

要配慮者の入居を 

拒まない住宅（登録住宅） 

10 年間 4 万円/月  

不動産関係団体等 

家賃・家賃債務保証料の低廉化 

質問：制度の利用促進に向けた市の対応と今後の見通しについて 

 都市建設部答弁 

現在，住宅の改修工事や家賃の低廉化に対する補助はもとより，入

居者の生活を支える居住支援体制の整備などについても，併せて検

討を進めているところであります。 

今後におきましては，不動産業者などと連携・協力のもと，財政的

な負担も考慮しながら，具体的な制度設計を進めるなど，早期の導

入に向けて検討を深めてまいりたいと考えております。 

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度 

② 登録住宅の改修・入居への経済的支援 

③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援 

函館市 


